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2C18 社会経済とのオ 目工作用を通じた 技術の，性格形成メカニズム 
一成熟化・情報化・ 低成長ィ どク ，対応する技術政策への 覚醒 

0 渡辺千個 ( 東工大社会理工学 ) 

]. 序 3. 技術の限界生産性激減の 構造的背景 
成熟経済化、 情報化に対応する 技術政策への 覚醒を主眼に、 社会経済 このような、 技術の限界生産性の 激減は、 成熟経済化及び 情報化社会 

との相互作用を 通した技術の 性格形成分析を 発展。 への パラダイムシフトの 中で、 ①工業化社会で 培った製造技術が 情報 

技術の限界生産性の 激減は 、 ①製造技術の 情報化社会とのシステム ヒ 他社会とシステム ヒ ソチをきたしていること、 及 び ②工業化社会の ピ   

ソチ 、 ②従来モデルへの 執着による成長軌道の 選択ミス、 ③両者の共 シネスモデルに 執着する結果、 成長軌道の選択ミスに 陥っていることが 

鳴、 によることを 実証。 考えられる。 

機動性・柔軟性・ 適応性・連携性に 卓越した企業 (FDc) 主導による   31  情報化社会とのシステム ヒソ チ 

Ⅱの自己増殖機能と 新機能創出型成長黍道との 共鳴が鍵とことを 指摘。 (1) 式は、 情報化社会への 適応性も加味して (3) 式のように展開される [31 。 

2. 技術競争力の 低下 """"" "h 屯 " p ト 氏。 ノ @ Ⅱ 江 " y2 ハ ガ h 伊 (3) 

(l) GDP 成長要因分析   

労働・資本を ん 技術スト ノク を r とすると、 GDP( りは (1) 弍で示さ D, Ⅰ Ⅰ 1+ - ㏄ 巧     く 4) 

ね 、 その成長率は (2) 式で示される。 
1+e                                                           

          労 Ⅰ馬打木 T 枝折スト / ク且                                                                   
。 '@ 社 i へ 。 パ " 。 """" 。 。 。 尹 "" 。 " 。 "" 。 '" 。 """"" 。 。 振扶 "  "  "" 始 ""  ォ """"" 

Ⅰ 二 F 灰 ， T)                                                        ( 研究開発投資 @  (1) v,i は情報化社会へのパラダイムソフト 後の技術弾性値を 示すが、 表 2 

に 示す よう に、 米国はこれがプラスなのに 対し、 日本はマイナスに 転し 

            ， 与 ， 嵯 引竿。 穿引                                   X¥ 一一 グ 」 I Ⅸ ガラ " w 一 り T             ている。 これは、 米国の製造技術が 情報化社会とンステム マ ソチしてい 

TFP@ 戊 長 @ るのに対して、 日本の方は ヒ ソチをきたしていることを 示す。 
労働の高齢化、 低成長下での 資本の老朽化のもとで、 産業の競争力 は 

"' 。 " 製造技術。 。 。 " へ 。 " 侯軌 " 。 "" 。 " 苓 '"" 
畢克 、 全要素生産性け @FP) 上昇率に依存することになる。 

。 2) Ⅱ " の急減 

しかるに、 1980 年代に圧倒的優位を 誇った日本のⅡ P 成長率は 、 表 

1, 図 1-1 に示すよ う に、 1 卵 0 年代に急減   

表 1  日米独の GnP 成長事 と T 皿 成長串の貢献の 推移 - 年率 % 図 2 は、 表 2 の結果をもとに 両国製造技術の 限界生産性の 推移を示し 

1960  1973  l975  l985  l985  1990  1990  l995  1995  200@  たものであ り、 米国が 19%  年代以降上昇させているのに 対し、 日本は減 

日本 97(62) 22(14) 34(28) 2  0  (-0  3) 1・ 少 に陥っていることがうかがわれる。 
米国 38(15) 34(10) 3  2  (0  9) 2  4  (0  9) 39(15)   

  
ト イ ソ 4  6  (2  8) 38(12) 52(17) 15(1 1) 1  1  (0  7)   
れ 教 字は GDP 成長率， ( ) 内は TFP 成長率を示す       

      
(3) 技 街の限界生産性の 激減   木口   

      
        日 本 

  ■日コ ■日本 @ 桂     鵠簗 Ⅰ米国 Ⅰ米国     

升田 
  

"'. """ 術 。 "" 生産性。 " 移 。 " 柊 '""                             
Ⅱ． ロ，鱒     この減少がンステム ヒ ソチの結果によるものてあ ることを実証するた 

                                                                めに、 (5) 弍のような技術の 限界生産性関数を 考える。 
011  B*@TFP&iaE@)@(19<0-2001) 

B  12  B@@@@aBE@@@@@@flE  (GDP  3  @;  BBa@a@@)                           
の 推移 (1% ふ 2 ㏄ 1)   

(5) 
    日本 2 次項までテーラー 展開。 
湘蛆 
億瞠 。 " 。 生産性 (aV/aT) の積であ るが、 h 俳 「， A 。 ",h た ",hr.", 肱け， h/ 匝 ， B ヵ yh 肪 ・ p 山 「 b ぬ 、 (6) 
    
                                                                      図 発強度は世界最高レベル 1-2 に示すよ う に、 日本の研究開 ( インプ両辺を㎞ 肱て 偏微分することにより、 (7),(8) 式に示す「製造技術の 限 

ノト 大国 ) であ るので、 技術の限界 
芥生産性の構 報化 シフト弾性情」を 導出。 ' 

由 l3 日米の技術のほ 井上 睡 桂の推移 
( ⅠⅡ山刀 01) 生産性が、 1980  年代のトップから 笘叢エ Ⅰ ぱ， +/Z, ㎞ げ +@3, ㎞ r+ 咄 十円 p, 吐 D   + ヤ， @n 「 (7) 

(2) 式に示すよ う に 、 Ⅱ p 成長率は、 19 卵 年代には最低レベルに 激減し 伸 2rrln 「，生ヱ a № r ，，， ， D           
(8) 

研究開発強度 侭 Ⅳ ) と 技術の限界 たことがうかがわれる ( 図 1-3) 。 

l 本子 租集 ，柳沢・渡辺孝昭   

一 489 一 



l950-l999 の日米の製造業について、 この弾性値を 計測した結果は、 表 3, 図 

3 に示す通りであ り、 米国が 1990 年代以降この 弾性 値 に弾みがついているの 

に対し、 日本は減少傾向に 転じていることがうかがわれる。 これは、 両国の 

システム ヒ ソチ ( 日本 ) とマッチ ( 米国 ) の 好 対照を示すものであ る。 

"'  """ 商 。 """ 塵世 "" 。 " 。 。 """ 。 ' 。 拙 ' 。 "' 

                          山 ． R       
日本 2.430 0.5[7 0.249 -0.[129 0 ．㏄ れ ・ 0 ． 101 0 ． 鍍 0 0. ㏄ 

(2   ㏄ 0  (0.52@  ([.85)  (-1.5 の (1.51)  (-3.48) 

米国                                                                           
            (-1・ (-1023) (.1.92) ([. 簗 )               

          日本           米国 
        
    
        

図 3. 製造技術の限界生産性の 冊 報化 シフト弾性値の 推移の日米比較 (19 ㎝ 0-19 の )   

3.2 成長軌道の選択ミス 

以上の両国のシステム ヒソ チ と マッチの 好 対照は   成熟経済化に 対応する 

成長軌道の選択ミスと 表裏 一体の帰結を 示すものであ る   

(1) 日米の GDP 成長の軌跡 

l950-2000 年の両国の GDP 及び回成長率の 推移は図 4,5 に示す通りであ り   

l990 年代に入って、 日本が停滞したのに 対し、 米国は顕著な 復 謂を示してい   

  
日本                                                         米国             

        
    

図 4   日米 [,mP の推移 4 灯 0 -2% り 一指紋 : 1970 がⅠⅢ． 

  
図 5   日米の実質経済成長串の 推移 (1951-20 ㎝ )   

(2) 日米の成長軌道 

l990 年代以降の成長の 逆転要因を検証するため、 両国の GDP 成長軌道を   
  

    T を用いた単純ロジスティック 成長     /, v- 及びバイ   ロジスティック 

成長     グ "" Ⅱ l 一 ナ e- ヘ ア -b@ " r@ 一 l+e テう Ⅰ -% の 両 モデルで検証。 表 4 に示す よう に、 両国とも 

バイ   コ ンスティック 成長モデルの 適合性が大   

" 。 。 """" 。 。 """ す 。 "" 軌 " 。 推計。 '" 。 '" の       
日 本           

米 国           

図 6 に示すよ う         両国とも 1970-80 年代に第 2 成長軌道が成長   日本       

高度成長期と 同じ軌道を踏典しているのに 対し   米国は   成長天井の高い 軌 

道 に転換   

    
                  第一成長軌道     高度成長期の 軌道 ) 

      V,: 第二成長軌道   ( 成熟経済下の 軌道 ) 
              v: 合成軌道   

" 。 ． 。 " 製 "" 。 "" 執 " 。 毛 ""                     
  変曲点 日本． vl 。 免 6 年 ．・Ⅰ ，， つ 0@ 年 ・水口． v. l Ⅹ 1 年． v, 20 ㏄ 年 1 刃 年代の技 帝 ストツク土耳 率                                 

(3) 成熟経済への 移行に対する 軌道選択 

以上より、 成熟経済への 移行に対する 日米の認識及びそれに 対する対応を 

比較すると表 5 のように示され、 それぞれの高度成長期及び 成熟経済下の 技 

術の限界生産性は 庇 T,,b や T 力 め 推移は、 図 7 に示す通りであ る。 

表 5 成典経済へのあ 行に対する 租宙 ，対応の日来比較 

移行の笘 舐 対 応 

日本 素早く認知 従来モデ @ を 甘接 

大国 認識がスロ一 新モデルに転換 

    
      日本       米国     

  
  '0 一一       
  

    
l ③ 1 球 @  1%  l 宝 T り 舶 l ョ l%  l%  何 lll 。 l ・ l1  lll@  ll11  1"  .1,1  ‥ ll 肌 。 l 月 1l Ⅱ ・ "  lll @  111  州 

図 7.  日米の製造業成長軌道における 技術の限界生産性の 推移 (19%20 ㎝ ). 
  Ⅵ " '"""", 。 11 , 凡 1. ロ 1 田 " "1 。 蛉 """" 。 ． 

(4)  成長軌道の選択・ 成長お 才路練と劫援描 創出路 篆 

以上の分析から、 l970-80 年代のポスト 高度成長に対応する 両国の成長軌道 

の選択に   図 fl に示すような 顕 著な違いがあ ることがうかがわれる   

成 ⅠⅠ木田 穏 @ 沖は 田をバネ 比サ 手下 よ   斬佳億 仁田㌔ 笘 Ⅱ 肝荻庄 の 桶拉をチコ 店屋立石お 俺ソ   
" 一， 。 。 ， "  Ⅰ 1 - 1 一 ， D Ⅰ 

ラア 一 う Ⅰ - Ⅰ Ⅰ @  1 - [@ 一 ア D/ @ 

"'. 成 " 軌 " 。 迂 ".' 
                                                  （ 

す な む ち、 米国は「成長追求路線」 ( 高成長を ハネ に成長を達成 ) から r 新 

機能創出路線」 ( 新機能の創出を テコ に成長を持続 ) に ス イソチしたのに 対し、 

日本は高度成長期の 味が忘れられず、 いまだに「成長追水路線」に 執着して 

いることがわかる。 

(5) ハイテク 全案の R&D オプションと 収益構造 

このような成長軌道の 選択による盛衰は、 日本のハイテク 企業にも 頭 著に 

見られる。 すな む ち、 図 9 に示すよ う に、 成熟経済 下 において、 電気機械の 

利益率は「自らの 中核基盤技術の 多角的活用の 追及による一連の 新機能の創 

出」努力 ( 技術多角化 ) に大きく依存し、 高度成長期に 味わった ' 成長追求 

路線 @ からり ち 早く米国同様 r 新機能創出路線」へのスインチを 敢行した 技 

術 多角化度の高い 企業は   おしなべて高い 利益率を上げている   これに対し 

    売上高上位の 企業は成熟大企業の 常として   成功体験の呪縛   に 覆われ 

ており   選択と集中により   成長追求路線」を 復活させようとする 執着が強 

    成熟経済下で 利益率の低迷を 余儀なくされている   
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払下車 工 ・ アイャ一プ 

    = 菱俺仮   - 下士道 . . 
" 松 下 " 東芝 

    

 
 

 
 

技術 " 。 化 "                                       
  

ク が時間 1 に応じて増大 し   また       長期的に成長がなだらかに 変化することを 前提と 

        二れ ァゆ + め れ・ 成耗率 ， 9,: 初期段階の平均 GDP 成長率 )   T=T ㈹であ るの   

で、 子 =0 Ⅰ l-% ト 。 Ⅰ l- づ 討 ただし、 の - チ ( 新枕花 創 T 度 ， ウは GDP の天井を示す )   
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4. お Ⅱ 8 台柱割出の 支酉改 早口 "' " 定ヰ 話 '"" 瑞 。 。 。 。 。 """ " 。 """" ル 。 。 舘 "" 
以上の分析により、 新機能創出ぼ D-v 八 ) が成熟経済下での 持続的成長             

軌道の鍵となることがわかる   次に   この支配要因を 分析する   1 千Ⅰ く 不 Pl 一わ tl 十   了一すくおや ( ぅノ け り とが極小の時は 単純ロジスティノ ク 成長 ) 

4.1 技術の価格弾性情 - 新 荻構妨移 の 商束 ' Kn       
競争条件下での 利潤最大化を 前提とすると           609 ㎎ 330 4177 0155 0026 0・ 0997 00062 

(56@85) (12  60) (23  14) (1041) (23  11) 

Ⅰ 一二 り う Ⅰ a" /  」 ' 一・一一 @  pD/ Ⅰ ) 二 "                                                                                         (9)         172329500 1947517 0180 34996 0046 0999 00180 

時間 1 で微分 
(588) (72 の (49・ け 06) (1793) 

nT の普及は動的ロシスティック 成長モデルに 従い、 f の (-VI,V=K@I 洲 1), た 

些 =aArnI-- 三 m ) (10) だし   Krf)=K ツ {(@ 匂が wp(- ら ， W)) が自己増殖的に 持続   

  
  (11) 4.4  Ⅱの性格形成メカニズム 一里 鋒技 彼とのせ 仮         製造技術と異なり   Ⅱ固有の性格は   社会経済システムとのダイナミ 

    ソク な相互作用の 過程を通じて 形成される   

AT   面 )  すな む ち、 TT は 、 次のような自己増殖機能を 内包する 

ス ・ - ー 一 エー 蛙 @ 術の価格弾性 値 ) (12) IT の普及う社会経済システムとの 相互作用の誘発うネ / トワー   
  ク 外部性の発現う 新機能の増大う 新たな需要を 創出し、 更なる 普 

      新機能創出産 げ 11) は、 技術の価格弾性 値 ( 几 ) 及び技術ストック ( の 及を促進 

に 支配され、 これらの増加に 応じて増加する   ( Ⅲ ) これは、 図 13 に示す よう に、 r 新機能創出型成長黍道 @ と国初する   

血 ) 従って 、 臣は、 r 最小のコストでの 高価値商品の 創造」と解釈すること 希世 は 百出 

ができる         
4.2 新機能創出度の 計測 - 日本の太 膀 名宛 協発 の 綴 

(1) 技術の価格弾性 値 ， 昔及 係数   
太陽電池技術ストックの 増大に応じ、 価格弾性 値は 041 から 1.59 に急増。 

社会軽舟 と 

の 相互 作 m 
血 。 胡 ， --04 ㌢ ぬい Ⅱ 君梓砕苗窩 ～ 荏狩       

GDP 土井 

  
  "". """ 街 。 """" 。 " 。 。 ' 。 " 殖 " 。 "" 。 ' 新 牡桂制 """"""   
    
    4.5  @T  の自己増殖機能と 新機能創出型成長黍道との 共鳴 

InP 
" ' 。 ． """""" に " 。 。 枝柿価格 ' 技傭 " '" 。 。 "" 。 '""'""   (1) Ⅱの自己増殖機能発現のメカニズム 
Ⅰ 几 技術の価格弾性 億 ， D グ ミ - 変数 

m" 成長率は、 次式 のよう。 分解され。 [ 。 l   

@I ぶ cC Ⅰ -1+ ヨ二ァ b                                       
      弓筈 = 「 W,=(1-,-, の， "-a-*-," 。 。 Z 。 fl+o-*-, の。 2 。 "-1)*-l 等 幸 一グ TT ）   VGDP,Fd 毘柊席要 ． T 技術スト ノク ． Pl 生産要求価格，Ⅱ @<P ⅨⅣ 0 り ， 芙 生産要素 l0%   

                      <-94 13) 
り コストの生産弾性 佑 ．。 生産弾性 伍 ，の - イ l.cnl. の ),k 利益率 (-Pv/o.c 総コスト   Ar 、 FP Ⅰ w 毎いけ 7 打 胚 / Ⅰ ) てあ るので、 が /a 「は次のように 展開され、 需 

(2) 新機能村出の 推移             要創 T が技術の限界生産性を 誘発することがわかる     
ⅠⅠⅠ 出肋ま 技術のスビルオー     一 効果 

の， 2       
l" 一   

0 Ⅰ え   (14) 
  f ヲ Ⅱ (1 一ノ ヒ "' ニア Ⅰ 弓一 (1 一ア ト " ワ ) げ毛 7 ギ $,P Z               ト ( ト た -,i) ワ -(v ん Ⅱ 乃 -, 一た -%   R     

  
    

え - 
  

Ⅰ @159([953.1999)  04l(197 コ ・ 19 ぬ )         ' 本の大曲 宙油 開発における 新機能創出度の 推移 (' 刀 。 ' 。 刃 )                           せ """"""""   
4.3  1T の新機能創出メカニズム - 自己 甜 好機 詰 (2) Ⅱによる摘要村山，技術の 価格弾性値の 上昇 

このような新機能創出は   IT の普及過程に 顕著に見られ。 る @7,8l   Ⅱ強度は   需要創出効果，技術の 価格弾性情双方と 顕著な相関を 有し       
      者を共鳴させる 機能を内包                 ( 二 l   @                     
    
  

せ及 天井                   訳 @@   樺垣 
    

苧舶             
      

          "" 宙 " 。 。 "" 。 。 " " '"'. "" 寸話。 。 "" 。 。 "     
  史 "" 祷 。 " -7rr の 傲 

  
( 単純ロノスティノ ウ 成長仏力一％ ) 世拾 皓白 ( 功 竹ロ / スティノ ク 成長井 及と 共に新                             m, 。 y," ぷち 。 "  。 。 '   

から機能 か 不動 吸能 が付加 )   
                                                ft@@fli@@ttffit@ffiB8 (1995-1998) ，   
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5. 社会経済との 相互作用 
- ぬ温 贋挿佑 ， ぼ荻佗に瑚矩 井る 友めぼ寅 

5.1 けの自己増殖機能と 機能創出型成長黍道との 共鳴 

IT 強度の増大は、 「需要 創 T う 自己増殖的発展 ぅ 技術の限界生産性上 

昇 j 及 び r 技術の価格弾性値の 増大う新機能創出う 技術の限界生産性上 

昇 J を同時に誘発し、 両者を共鳴させ、 rTPP 成長う GDP 成長う IT 強度の 

更なる増大 J の 好 循環を形成する 可能性を内包。 

技 " 。 限界。 産 @ 上 " 

  ん 

三 % 
  

  
    剣山 

発展 
GDP 成長 

  

  

  
% 安創出 れ 

」冊の擬，冊の 魎 鵠一 

Ⅰ 、 

ニ ; 。 ，，，， ;; 、 
+ 
" 伊 叩 小 - Ⅰ「 FD ノ 

S@15.@IT@ro@@@5i8@@@@fc@oTMfeWiU@fifcft@ ， a@fc@ro#@   

5.2 社会経済 体 俺の柔軟性 

しかし、 この 好 循環の形成は、 社会経済体質との 相互作用が鍵となり、 そ 

れをフルに発揮させるためには、 社会経済体質の 柔軟性が要諦Ⅱ， 5,6l 。 

しかるに、 日本は、 情報化社会において、 社会経済体質の 柔軟性を喪失し 

ていることが 態念 [2,5l   図 16 は   その実相を端的に 示す   
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第 l 因子 ( 社会経済の開発 レ ヘル ) 

図 16. 竹杖化社会における 主要 田ケ 回の社会経済の 弗 尭 レベルと社会 経 群体質の柔棟柱 

。 '" 恥 ' " 子分析   

5.3 成長軌道の選択．情報化社会への 順応，社会経済 体賈 の 柔 

軟性の好循環 
成か 朋 
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    成熟経済化   情報化社会へのシフト 

2. 機能性創出型成長モデル 

    情報化社会への 煩応性 

    社会経済体質の 柔軟性 

    rT の内包する自己増殖機能のフル 活用 

図 18. 成典化経済・ 竹杖化社会へのシフト 下におけるボリシーダイナミクス 

5.4 成熟経済化・ 情報化に対応する 枝折政策 

以上のような、 成熟経済化・ 情報社会へのシフト 下におけるポリシーダイ 

ナミクスに応えるためには、 r 成熟大企業」のイニシアティ プ もさることなが 

ら、 規模や歴史よりも「 機劫性 ・柔軟性・適応性・ 連携性 J を体化した FDC(Flnns 

㎞ 山 D 抑 a ㎞ cCapab 山け ) の イ = シ アティ プ が期待される。 。 

lgSQ 年代 l9g(W 年代 

組織の ぽ 性の制約 少 

  

組織の仮性の 制約六 

図 1g.FDC によるイニシアティ プへ のシフト 

ソダ採咄 Ⅰ 
従って、 成熟経済化・ 帝報 化に 

対応する技術政策は、 FDC の増殖 

の誘発を軸に、 そのイニシアティ 伍の限界 

プ のもと、 社会経済との 相互作用 主柱上 異 

を活性化させ [9l 、 図 20 に示すよ 

うな、 IT の自己増殖機能と 新機能 

創 T 聖成長軌道との 共鳴Ⅱ 0l の Ⅰ， 刊 ， グ 
誘発を主眼とすべきであ る   GDP 上昇 

        '" の 自己 埼殖 杖柱と新 桂能刮 T 型 

成長軌道との 共 めの 伍発 ． 

6.  結 論 
① 日本の技術進歩 ( 全要素生産性 ; FP 増加 ) は、 1990 年代に入って 急減   

  これは   技術の限界生産性の 激減の結果   

③ この激減は、 情報化社会へのパラダイム 変化へのシステム ヒソ チに起因。 

① この ヒ ソチは、 成熟経済への 移行に伴い、 低 経済成長構造化している 中 

で、 いまだに r 成長追求路線 @ に執着していることの 必然的結果。 

⑤ 従って、 「新機能 創 T 路線」へのスイッチを 促す新機能創出が 必須。 

⑥ 新機能創出は、 技術の価格弾性値の 上昇に依拠。 
⑦ 技術の価格弾性 値は 、 TT の自己増殖機能創出メカ __ ズム同様、 新機能創 

出との 好 循環を誘発。 

⑧ この 好 循環及 び TT の自己増殖機能 創 T は、 社会経済体質の 柔軟性に依存。 

⑨ 社会経済体質の 柔軟性は、 成熟大企業に 典型的に見られるよ う に、 組織 

の慣性によって 阻害。 

⑩ 従って、 組織の慣性に 阻害されない、 機動性・柔軟性・ 適応性・連携性 

。 卓越 " た 企業の。 ) の 主導の下。 、 社会経済との 相互作用を " ル 。 追 

求し、 IT の自己増殖機能と、 新機能創出型成長黍道とを 共鳴させていく 

ことが要諦   
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